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令和８年度第１回環境省の政策評価に関する有識者会議における各委員の発言と各部局の対応整理表 

            

部

局 
目標 

発

言

委

員 

委員の発言 各部局の対応 

地

球

局 

１ １ 

亀

屋

委

員 

目標設定に対して毎年の数値が示されているが、

それで果たして 2030 年度という長期の目標に間

に合うようなペースとなっているのかわかりづら

いので、それがわかりやすくなっていると良いだ

ろう。 

「目標 1-1」の評価結果内「目標達成度合いの測定結果」における

「判断根拠」について、2030 年度目標に向けて年度ごとに多少の

振れ幅があるものの、全体としての減少傾向が継続している旨の

記載を追加いたしました。 

 

地

球

局 

１ １ 

山

岸

委

員 

「デコ活応援団」は参加団体数以外で、その効果

を図る工夫の検討はないか。直接的な排出削減量

を測るのは無理だとしても、起こしえた行動変容

のパターンやその数など。 

新たな指標の設定については、今後の政策評価に向けた検討課題

とさせていただきます。 

地

球

局 

１ １ 

森

田 

委

員 

温室効果ガス削減に関して、Scope 3 まで踏み込

んでくるということになると、今後日本だけでな

く国内外を見なくてはいけないという流れになっ

てくるため、そこまで触れているとよいだろう。 

ISSB（SSBJ）や有価証券報告書等における Scope3の開示が義務

化されることを踏まえて、環境省の施策としてはバリューチェー

ン上の国内企業を対象として、Scope3の算定や削減に向けた取組

の支援を重点的に実施していることから 1－1として記載をして

いるものです。 
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２ 

バリューチェーン上の国外企業の排出量の把握・削減というプロ

セスは、バリューチェーン上の国内企業を対象とした Scope3の

算定や削減に向けた取組の延長として存在すると認識していま

す。そのため、「１－２世界全体での抜本的な排出削減への貢

献」への新たな指標の設定については、現時点では対応が難しい

ものの、今後の政策評価に向けた検討課題とさせていただきま

す。 

地

球

局 

１ 

１ 

山

岸

委

員 

課題や次期目標への反映の議論の中で、Scope 3の

排出削減の状況について言及があるのはよい方向

性だと思う。Scope 3 の開示状況や、目標設定状況

は、単に本評価上の指標として重要であるだけで

なく、その情報の公開を通じて Scope 3 への取り

組みを促すこと自体が施策としても重要だと思

う。小さな、整理上の課題としては、日本企業の場

合、Scope 3のかなりの部分が「国外」での排出と

いうパターンも多く、単純に１－１が対象とする

国内の排出量削減への貢献だけではないため、そ

れを置く場所が１－１なのか、１－２と共通させ

るのかは多少整理が必要かと思う。さらに言えば、

Ongoing Emissions Responsibility （従来まで

BVCMと呼ばれていたもの）への貢献を見ていくこ

とも、同様に重要と思われる。 

ISSB（SSBJ）や有価証券報告書等における Scope3の開示が義務

化されることを踏まえて、環境省の施策としてはバリューチェー

ン上の国内企業を対象として、Scope3の算定や削減に向けた取組

の支援を重点的に実施していることから 1－1として記載をして

いるものです。 

バリューチェーン上の国外企業の排出量の把握・削減というプロ

セスは、バリューチェーン上の国内企業を対象とした Scope3の

算定や削減に向けた取組の延長として存在すると認識していま

す。そのため、「１－２世界全体での抜本的な排出削減への貢

献」への新たな指標の設定については、現時点では対応が難しい

ものの、今後の政策評価に向けた検討課題とさせていただきま

す。 

Ongoing Emissions Responsibility: OERは、2026年 6月に国際

イニシアチブSBTiが大幅改訂した企業ネットゼロ基準によって示

された考え方であり、今後の政策評価に向けた検討課題とさせて

いただきます。 

２ 
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地

球

局 

１ ２ 

森

田

委

員 

気候ファイナンス自体は二国間の日本からの支援

がかなり大きい。気候変動対策の取組にも多く支

援をしているが、JCM だけでくくるとスケールが

小さくなってしまう。民間資金も活用しながら対

策が増えていく。そのような広がりも今後評価で

きるような指標を考えた方が良いだろう。今の書

き方では JCMに限定されてしまっている印象。 

日本が UNFCCCへ提出した第 1回隔年透明性報告書（BTR1）におい

ては、気候資金、技術移転及び能力構築支援に関する情報が体系

的に報告されており、2021 年から 2022 年の 2 年間で行った気候

変動分野の途上国支援は約 269 億米ドル（うち公的資金約 224 億

米ドル、民間資金約 45億米ドル）であるなど、我が国は、様々な

国際協力スキームを通じて途上国の脱炭素化支援を実施してきて

いるところです。 

今後は、我が国のこうした支援実績等も踏まえながら、民間資金

の動員や途上国支援を含む脱炭素分野の国際貢献を適切に評価で

きる指標の在り方について検討していきます。 

地

球

局 

１ ２ 

山

岸

委

員 

測定指標 1 の JCM 側しか、実質的に指標が設定さ

れていないため、各所でやられている貢献活動が

一切反映されないのは単純にもったいないように

思う。 

日本が UNFCCCへ提出した第 1回隔年透明性報告書（BTR1）にお

いては、気候資金、技術移転及び能力構築支援に関する情報が体

系的に報告されており、2021年から 2022年の 2年間で行った気

候変動分野の途上国支援は約 269億米ドル（うち公的資金約 224

億米ドル、民間資金約 45億米ドル）であるなど、我が国は、

様々な国際協力スキームを通じて途上国の脱炭素化支援を実施し

てきているところです。 

今後は、我が国のこうした支援実績等も踏まえながら、民間資金

の動員や途上国支援を含む脱炭素分野の国際貢献を適切に評価で

きる指標の在り方について検討していきます。 
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地

球

局 

１ ３ 

山

岸

委

員 

ほぼすべての目標・指標において堅実な進展がみ

られ、達成もしくはあと一息で達成という状況に

あると理解した。次の目標設定・進化がどうなっ

ていくのかが気になるとところだが、次のステッ

プがやや曖昧に見えた。単一自治体に限らない広

域連携の必要性などが、「反映の方向性」で言及さ

れているのはよい方向性だと感じたものの、そこ

に目標を設定するとは言い切っていない点は気に

なった。また、これまでの目標達成を通じて、国内

における特に脆弱性が高い地域・分野の特定がな

され、それらの分野に対する対応策の進展を今後

は見ていく、という流れにならないのかは気にな

った。 

気候変動適応計画の改定に向けた検討を行っており、その議論も

踏まえ、どのような指標・目標値を設定できるか検討させていた

だきます。そのため、目標 1-3に関し、政策評価内「次期目標等へ

の反映の方向性」における「測定指標」について、記述を修正いた

しました。 

地

球

局 

 

２ １ 

亀

屋

委

員 

測定指標１の判断根拠の文章では「HCFCの消費

量は・・・・我が国は令和２年時点で 100％の削

減を達成した。」とあるが、環境省資料

（https://www.env.go.jp/content/000380427.pd

fの 2-1）によれば、R6に 47tの HCFCsが新設機

器に充填され、656tの HCFCsが稼働中機器に充

塡されたことになっている。データが矛盾してい

ないか。 

測定指標１の判断根拠の文章に記された「HCFC」は、モントリオー

ル議定書の文脈で新規に製造された HCFC冷媒であり、これは、令

和 2 年から一切消費していません。一方、ご提示頂いた資料中に

記された HCFC は、新規の HCFC 冷媒ではなく、市中で使用され、

回収され、再生処理された再生 HCFC冷媒です。両者の違いを明瞭

にするため、測定指標１の判断根拠に記された HCFCについて、「新

規の HCFC冷媒」と修正いたします。 

https://www.env.go.jp/content/000380427.pdf
https://www.env.go.jp/content/000380427.pdf
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再

循

局 

４ ６ 

そ

の

他 

 
第一次国土強靱化実施中期計画に記載されている「浄化槽整備区

域内における合併処理浄化槽の割合」を指標として追加しました。 

自

然

局 

５ １ 

山

岸

委

員 

生物多様性に配慮する開示や取り組みを行ってい

る企業の割合については、既存のアンケートに基

づいた指標に加えて、TNFD や SBTN などの取り組

みの採用率を同時に見ていった方が実態としては

より見えるようになるのではないかと思われま

す。 

本目標においては、企業における裾野の広がりを把握する観点か

ら、現状では特定のガイダンス等への依拠を問わずに推移を把握

することとしています。なお、TNFD については月次で日本企業の

アダプター数を確認しており、日本は世界トップのアダプター数

となっているほか、SBTN は現在最終版の開発中である点なども踏

まえ、実態把握にあたって、そうしたガイダンス・枠組みの採用率

に係るアンケート等も参考にし、今後の政策評価に向けた検討課

題とさせていただきます。 

自

然

局 

５ １ 

深

町

委

員 

一つ目の指標「生物多様性の保全につながる意向

を示す人の割合」について、高い結果が出ている

が、生物多様性に重要な役割を果たしているよう

な、農林水産業に従事する人のデータがないか検

討してほしい。 

当該指標の実績値は世論調査またはインターネット調査の結果で

あり、調査対象者の職業については質問していないため、農林水

産業に従事する方のデータを抽出できる仕様になっていないとこ

ろです。いただいた御意見は今後の調査設計の参考とさせていた

だきます。 

自

然

局 

５ 1 

亀

谷

委

員 

身近な生き物が一番国民にとって肌に触れて感じ

られる部分であるのに、指標化されていないのは、

「生物多様性」について、理解を得ていくことも

困難だと思う。 

指標化してほしい。 

御指摘を踏まえ、身近な生き物を含む生物調査に係る件数を指標

として追加することといたしました。 
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自

然

局 

５ ２ 

百

瀬

委

員 

自然共生サイトについては、認定されたというだ

けでは、その面積や、保護できている希少価値等

が見えづらいのが課題。認定登録数が増えている

のは、関心を持つ企業が増えているということで

あり、それは評価できることだが、認定された後

も継続的に自然保護の取組を行っていくことが重

要。今の指標では、認定後の成果がわからないこ

とから、現行の目標値は達成したのだから、次は、

どのような成果を出しているか、何を守る取組が

行われているかがわかるように、そのような要素

を取り入れた指標を設定してほしい。 

活動の成果を測定することで、自然共生サイトの認定増加の意義

がより明確に可視化できると考えていますが、ご指摘の通り、現

時点では指標を定められていないところです。 

自然共生サイトの計画期間は５年間を目安にすることとされてお

り、最初の認定から５年を経過するタイミングで変更（更新）申請

をすることで、認定が継続されます。制度開始が令和５年度であ

るため、令和１０年度頃から更新が生じ始めることが想定され、

その際には変更申請手続きの中で成果に関する情報も集積される

ものと考えています。 

今年度、30by30 ロードマップの中間評価を実施することとなって

おり、その中で上記の観点も踏まえ、これまでの成果を示すとと

もに今後の方向性を検討し、次年度以降の政策評価にも反映して

まいりたいと思います。 

自

然

局 

６ １ 

亀

谷

委

員 

目標超過達成は非常に良いことだが、例えば、「自

治体における犬及び猫の殺処分数の減少」では、

R12 年で 2.0 万頭とずいぶん先の目標をすでに達

成されているように伺え、達成されているならば、

早めに目標の見直しをしていかないといけないと

思う。新たな目標を設定すべき。 

当該目標値は、動物愛護管理法第５条に基づく動物愛護管理基

本指針に位置付けられているものです。当該指針の見直しに当た

っては動物愛護管理法上、中央環境審議会の意見を聴くこととさ

れており、現時点において具体的な数値等をお示しすることは困

難ですが、将来的に、当該基本指針の見直しに係る審議会での議

論等を経て、改訂後の基本指針の内容を適切に反映してまいりた

いと考えています。 

一方で、御指摘のとおり、すでに目標を達成している状況ですの

で、当該指針の見直しまでの間、新たな指標として、「自治体にお

ける犬及び猫の殺処分数の減少（減少傾向維持）」を追加すること

とします。 
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自

然

局 

６ ２ 

そ

の

他 

 

 令和８年度事前分析表指標６の目標値について、「前年度実績比

１０％増」とするところ、「前年度実績比１％と増」と誤記があっ

たため修正しました。 

保

健

部 

７ １ 

亀

屋

委

員 

達成すべき目標①②が目標値を下回っている状況

が続いていることから、R10 の通常評価年までに

は「③相当程度進展あり」となるように努力が必

要。 

 ①化学物質実態調査については、年々、物質の測定難易度が高

いものが要求物質として挙げられており、物価高騰も続いている

ことから、例年並みの測定が難しい状況に陥っております。その

ため、令和８年度は確実な目標達成に向けて、対応する物質の状

況をよく確認し、現実的に達成可能な目標を定めました。令和８

年度は目標を達成することができるよう努力してまいります。 

 ②環境リスク初期評価については、年々、評価の難易度が高い

ものが対象物質として挙げられているほか、新たな影響指標につ

いても評価手法の検討を進めているところです。そのため、令和

８年度は確実な目標達成に向けて、対応する物質の状況をよく確

認し、現実的に達成可能な目標を定めました。令和８年度は目標

の達成に向けて努力してまいります。 

保

健

部 

７ ２ 

亀

屋

委

員 

達成すべき目標①、②および測定指標１、２は、7-

2 リスク管理よりも 7-1 リスク評価に係る目標と

指標のように感じられる。リスク評価とリスク管

理の意味について、いま一度整理が必要ではない

か？ 

 「7-2．環境リスクの管理」の達成すべき目標①、②および測定

指標１、２については、化審法に基づくリスク評価の実施及びリ

スク評価方法の検討によって、化学物質のリスク管理措置の検討

に繋げるという意味でリスク管理の項目に含めています。また、

7-1 は化学物質等による人の健康や生態系に対する環境リスクの

体系的なリスク評価、7-2 は化審法と化管法という 2 つの法令に

基づく環境リスクの管理という整理をした結果、こちらの分け方

としました。そのため、施策の概要には「化学物質審査規制法（以

下「化審法」という。）に基づく化学物質のリスク評価を着実に進
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め、リスク管理措置の検討に繋げる。また、化学物質排出把握管理

促進法（以下「化管法」という。）に基づき、PRTR データを円滑

に集計・公表し、活用することにより、環境リスクを管理し、人の

健康の保護及び生態系の保全を図る。」と補足しました。なお。御

指摘の通り、7-2の目標①、②および測定指標１、２はリスク評価

に係る目標及び指標と捉えることもできるため、次年度の更新の

際の参考とさせていただきます。 

保

健

部 

８ ４ 

亀

谷

委

員 

測定指標３の熱中症の死亡者数が R5.5閣議※（熱

中症対策実行計画）の半減に向けて減少に転じる

どころか増加し続けており、目標達成度合いの「③

相当程度進展あり」には疑問が残る。年間 1500人

の死亡は高リスクで緊急度の高い状況ではない

か。目標 R12 までの 4-5 年間に現状施策を淡々と

実施するだけでなく、予想外の気象影響も加味し

た施策の中味の充実が必要ではないか。 

目標達成度合いの測定結果は、測定指標１つのみで判断している

わけでなく、測定指標１～３の達成度合いを総合的に判断してい

ます。つきましては、（判断根拠）に記載していますとおり、測定

指標１と２に関しては進展のある結果となったため、測定指標３

の結果も含めて、「③相当程度進展あり」としました。いただいた

御指摘も踏まえ、今年度中に改定を予定している熱中症対策実行

計画において、今後の気候変動等を踏まえた対策や目標設定の在

り方について検討してまいります。 

地

域

G 

10 ２ 

亀

谷

委

員 

指標において数字は増えているところではある

が、誤差の範囲であるとも判断できるため、目標

超過達成①と判断した理由について、詳しくお答

えいただきたい。目標達成②にするというのも一

つの手かと思うので検討いただきたい。 

令和 7 年度の目標値 190 に対して実績値が 9 ポイント上回ってい

たため目標超過達成①としていましたが、複数年連続で上回って

いるわけではないところ、委員ご指摘の通り現段階では誤差の範

囲とも判断し得るため、199であるため、目標達成②へ修正といた

しました。 

 


